
様式１

1 1 資産活用推進基金費

2 2 都市開発資金事業費

3 3 公共用地先行取得事業費

事　業　評　価　書　目　次　（令和３年度）

款項目 評価書番号 事　　業　　名

[財政局　公共事業用地費会計]



（様式２－２）

1 款 項 目 1 － －

□ ■ □

□

□ 法令に基づく義務的経費 □ 内部事務経費のみ

□ 有 ■ 無

係

事業の目的
(事業開始の

経緯）

本市では、高度経済成長期の社会経済の著しい発展に伴い地価が上昇する中で、事業に先行して必要な土地を確保し円滑に事業
を実施していくため、昭和44年に基金を設置して先行取得資金制度を導入した。資産活用推進基金において、活用が見込まれない
土地の民間売却や、事業化前の土地の運用収入を経理するための事業として開始した。

資産活用推進基金保有土地の民間売却及び資産活用推進基金運用収入を経理する。

令　和　３　年　度　事　業　評　価　書

令和２年度
事業名

所管区局・課 財政局管財課
令和３年度
事業評価書

番号資産活用推進基金費

実施根拠
法律 条例 規則 具体的

名称
横浜市資産活用推進基金条例

具体的な
事業内容

本事業は右記に該当するため、以降の記載を一部省略します。

1

法令等

その他

指標名（単位） 平成29年度実績 平成30年度実績 令和元年度実績 令和２年度実績

0.3

基金保有土地の処
分(ha)

目標 ― ― ― ―

実績 5.8 6.9

基金保有土地の取
得(ha)

目標 ― ― ― ―

実績 0.3 0.3 1

1.9 1.9

予算額・
執行額、
事業費の

推移

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

現計予算額 7,243,563千円 5,195,825千円 2,390,851千円 1,783,839千円

支出済額 3,756,051千円 2,116,316千円 1,007,143千円 555,247千円

繰越額 0千円 0千円 0千円 0千円

3,487,512千円 3,079,509千円 1,383,708千円 1,228,592千円

1.0人

0.0人 0.0人

執行率（％） 52% 41% 42% 31%

人
件
費

一般職職員 1.0人 1.0人 1.0人

0.0人 0.0人

本資料は、公正・適正に作成しました。 栢沼　伸茂 八田羽 　拓也 小沼　優里

事
業
評
価
の
視
点
に
よ
る
点
検
・
検
証
・
評
価

本市が行う
必要性

資産活用推進基金保有土地の民間売却及び資産活用推進基金運用収入を経理する会計として必要である。

事業目的に
対する
有効性

公募売却による収入等を経理し、基金保有土地の縮減及び有効活用を進めている。
平成23年度には、条例改正により、土地開発基金から「資産活用推進基金」に名称を変更し、従来の役割である土地の先行取得に加
え、用途廃止施設の後利用などの資産有効活用を促進することができるようにした。

本事業の
効率性・
類似性

基金条例において、予算を定めることにより、基金に追加して積み立て又は一部を処分することができると定めているため、この会計に
より基金保有土地の売却による収入等を経理している。

市民等外部
意見を聴取

する仕組みと
反映状況

資産活用推進基金保有土地の売払い収入や貸付収入などの運用収入を経理する会計であるため。

自己評価
及び

事業見直し
の方向性

公募売却等により基金保有土地を縮減し、また基金の保有現金を確保していく。また、公共施設整備のために必要な用地先行取得
については、精査の上、将来的な財政負担を勘案しながら対応していく。
また、資産活用推進基金において、時価より大幅に高い簿価での所管換えに対応できず事業未定土地の利活用が進まないことや一
般会計等に所管換えされることなく事業化された土地が増加していることが課題となっている。こうした中、令和３年度から、事業化する
場合の所管換え価格について「時価または簿価の低い方」とするとともに、所管換えが未了となっている供用済み土地のうち、今後国
庫補助等による買替えが見込まれない土地について、一般会計へ財産を異動し、財務書類上、有形固定資産として適正に位置づけ
る見直しを行う。

管財

上記の指標で定量的な設定が
困難な理由

事業を計画的かつ円滑に進めるために、各事業局の計画に合わせて取得や処分を行っているため。

事
業
実
績

達成指標

事
業
概
要

▲ 1,109,135千円 ▲ 451,896千円

課長 係長

概算人件費 8,791千円 8,785千円 8,823千円 8,823千円

総 事 業 費 3,764,842千円 2,125,101千円 1,015,966千円 564,070千円

増▲減 ― ▲ 1,639,741千円

再任用職員

差▲引



（様式２－２）

2 款 項 目 2 － －

■ □ □

□

□ 法令に基づく義務的経費 □ 内部事務経費のみ

□ 有 ■ 無

係

上記の指標で定量的な設定が
困難な理由

事業を計画的かつ円滑に進めるために、各事業局の計画に合わせて取得や処分を行っているため。

事
業
実
績

達成指標

事
業
概
要

327,018千円 ▲ 33,071千円

課長 係長

概算人件費 8,791千円 8,785千円 8,823千円 8,823千円

総 事 業 費 1,634,201千円 1,209,317千円 1,536,335千円 1,503,264千円

増▲減 ― ▲ 424,884千円

再任用職員

差▲引

本資料は、公正・適正に作成しました。 栢沼　伸茂 八田羽　拓也 遠藤　明日香

事
業
評
価
の
視
点
に
よ
る
点
検
・
検
証
・
評
価

本市が行う
必要性

都市の計画的整備を推進するために、公共施設整備に必要な用地の先行取得資金を借り入れ、これに伴う元利償還金を他会計と区
別して経理する会計として必要である。

事業目的に
対する
有効性

概ね10年以内に事業化される見込のもの、土地所有者の買取の申し出のあったもの等の用地取得に都市開発資金を利用することで
事業の着実な進捗、財政負担の平準化等が図られている。

本事業の
効率性・
類似性

先行取得資金の借り入れや元利償還金の経理、保有土地の処分等を円滑に行っている。

市民等外部
意見を聴取

する仕組みと
反映状況

内部事務費を経理する会計であるため、外部意見を反映する仕組みがない。

自己評価
及び

事業見直し
の方向性

引き続き都市の計画的整備を推進するために、計画的な先行取得資金の借り入れ及び元利償還を行う。

管財

205,777千円 617,013千円 388,439千円 833千円

1.0人

0.0人 0.0人

執行率（％） 89% 66% 80% 100%

人
件
費

一般職職員 1.0人 1.0人 1.0人

0.0人 0.0人

0.5

6 3

予算額・
執行額、
事業費の

推移

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

現計予算額 1,831,187千円 1,817,545千円 1,915,951千円 1,495,274千円

支出済額 1,625,410千円 1,200,532千円 1,527,512千円 1,494,441千円

繰越額 0千円 0千円 0千円 0千円

指標名（単位） 平成29年度実績 平成30年度実績 令和元年度実績 令和２年度実績

0.2

借入金額（億円）
目標 － － － －

実績 8 4

取得面積（ha)
目標 － － － －

実績 0.5 0.4

事業の目的
(事業開始の

経緯）

都市の計画的整備を推進するために、公共施設整備に必要な用地の先行取得資金を借り入れ、これに伴う元利償還金を他会計と区
別して経理する。

・先行取得資金の借り入れ及び元利償還金の経理
・用地取得及びそれに伴う補償についての支出
・都市開発資金保有土地の一般会計への処分

令　和　３　年　度　事　業　評　価　書

令和２年度
事業名

所管区局・課 財政局管財課
令和３年度
事業評価書

番号都市開発資金事業費

実施根拠
法律 条例 規則 具体的

名称
都市開発資金の貸付に関する法律

具体的な
事業内容

本事業は右記に該当するため、以降の記載を一部省略します。

2

法令等

その他



（様式２－２）

3 款 項 目 3 － －

■ □ □

□

□ 法令に基づく義務的経費 □ 内部事務経費のみ

□ 有 ■ 無

係

事業の目的
(事業開始の

経緯）
国の地方債発行許可により民間資金の導入を図り、公共施設整備に必要な用地先行取得の円滑化を進めるため開始した。

・先行取得資金の借り入れ及び元利償還金の経理
・用地取得及びそれに伴う補償についての支出
・公共用地先行取得債保有土地の一般会計等への処分

令　和　３　年　度　事　業　評　価　書

令和２年度
事業名

所管区局・課 財政局管財課
令和３年度
事業評価書

番号公共用地先行取得事業費

実施根拠
法律 条例 規則 具体的

名称
地方財政法

具体的な
事業内容

本事業は右記に該当するため、以降の記載を一部省略します。

3

法令等

その他

指標名（単位） 平成29年度実績 平成30年度実績 令和元年度実績 令和２年度実績

0

処分（億円）
目標 ― ― ― ―

実績 26 24

用地取得（億円）
目標 ― ― ― ―

実績 0 0 0

40 28

予算額・
執行額、
事業費の

推移

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

現計予算額 1,721,773千円 4,735,210千円 14,642,517千円 10,843,815千円

支出済額 1,721,772千円 4,735,208千円 13,796,308千円 10,843,814千円

繰越額 0千円 0千円 0千円 0千円

1千円 2千円 846,209千円 1千円

1.0人

0.0人 0.0人

執行率（％） 100% 100% 94% 100%

人
件
費

一般職職員 1.0人 1.0人 1.0人

0.0人 0.0人

本資料は、公正・適正に作成しました。 栢沼　伸茂 八田羽　拓也 遠藤　明日香

事
業
評
価
の
視
点
に
よ
る
点
検
・
検
証
・
評
価

本市が行う
必要性

市債を財源とした用地先行取得債の償還を円滑に行う会計であり、用地の計画的な買い替えを促進し市債の償還を円滑に行う責務
があるため、必要な事業である。

事業目的に
対する
有効性

用地取得依頼局に対し、用地の買い替えを促すとともに、該当年度に必要となる市債償還額を確保し償還を円滑に行っている。

本事業の
効率性・
類似性

市債を財源とした用地先行取得のための会計であり、他の起債可能な事業以外の事業を対象としている。

市民等外部
意見を聴取

する仕組みと
反映状況

公共事業用地の先行取得資金を経理する会計であるため。

自己評価
及び

事業見直し
の方向性

・用地取得依頼局に対し、用地の買い替えを促すとともに、市債償還額を確保し償還を円滑に行っていく。また、公共施設整備のため
に必要な用地先行取得については、精査の上、将来的な財政負担を勘案しながら対応していく。
・時価より大幅に高い簿価での所管換えに対応できず事業未定土地の利活用が進まないことや一般会計等に所管換えされることなく
事業化された土地が増加していることが課題となっている。こうした中、令和３年度から、事業化する場合の所管換え価格について「時
価または簿価の低い方」とするとともに、所管換えが未了となっている供用済み土地のうち、今後国庫補助等による買替えが見込まれ
ない土地について、一般会計へ財産を異動し、財務書類上、有形固定資産として適正に位置づける見直しを行う。

管財

上記の指標で定量的な設定が
困難な理由

事業を計画的かつ円滑に進めるために、各事業局の計画に合わせて取得や処分を行っているため。

事
業
実
績

達成指標

事
業
概
要

9,061,138千円 ▲ 2,952,494千円

課長 係長

概算人件費 8,791千円 8,785千円 8,823千円 8,823千円

総 事 業 費 1,730,563千円 4,743,993千円 13,805,131千円 10,852,637千円

増▲減 ― 3,013,430千円

再任用職員

差▲引



様式１

1 1 市債金会計

事　業　評　価　書　目　次　（令和３年度）

款項目 評価書番号 事　　業　　名

[財政局　市債金会計]



（様式２－２）

1 款 項 目 1 － －

■ ■ □

□

□ 法令に基づく義務的経費 ■ 内部事務経費のみ

□ 有 ■ 無

係

事業の目的
(事業開始の

経緯）
市債の発行に伴う元利償還金等について、各会計を整理するための特別会計。

市債の発行に伴う元利償還金の支払い。

令　和　３　年　度　事　業　評　価　書

令和２年度
事業名

所管区局・課 財政局財源課
令和３年度
事業評価書

番号市債金会計

実施根拠
法律 条例 規則 具体的

名称
地方財政法、地方自治法、横浜市公債条例、

横浜市減債基金条例

具体的な
事業内容

本事業は右記に該当するため、以降の記載を一部省略します。

1

法令等

その他

指標名（単位） 平成29年度実績 平成30年度実績 令和元年度実績 令和２年度実績

目標

実績

目標

実績

予算額・
執行額、
事業費の

推移

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

現計予算額 505,621,847千円 534,221,303千円 549,469,399千円 491,365,024千円

支出済額 503,996,144千円 533,103,470千円 548,215,042千円 489,295,914千円

繰越額 0千円 0千円 0千円 0千円

1,625,703千円 1,117,833千円 1,254,357千円 2,069,110千円

13.0人

0.0人 0.0人

執行率（％） 100% 100% 100% 100%

人
件
費

一般職職員 13.0人 13.0人 13.0人

0.0人 0.0人

本資料は、公正・適正に作成しました。 足利　有喜 馬場　誠 加茂　大資

事
業
評
価
の
視
点
に
よ
る
点
検
・
検
証
・
評
価

本市が行う
必要性

事業目的に
対する
有効性

本事業の
効率性・
類似性

市債の発行に伴う元利償還金等の支払いであるため、必須のものである。

市民等外部
意見を聴取

する仕組みと
反映状況

自己評価
及び

事業見直し
の方向性

これまで、市債発行に伴う利子負担や諸経費については、なるべく最小となるよう公債管理を進めている。具体的には、定時償還債
（政府資金含む）の発行等による金利負担の軽減や発行時期の平準化による金利変動リスクの分散化、更に、市債発行の一部で引
合実施により総発行コスト軽減の取組を行っている。引き続き、市債発行に伴う利子負担や諸経費軽減を踏まえて公債管理を進めて
いく。
なお、市債金会計は、市債の発行に伴う元利償還金等について各会計を統合整理するための会計であることから、見直しを実施でき
る余地はない。

市債

上記の指標で定量的な設定が
困難な理由

事
業
実
績

達成指標

事
業
概
要

15,112,066千円 ▲ 58,919,128千円

課長 係長

概算人件費 114,283千円 114,205千円 114,699千円 114,699千円

総 事 業 費 504,110,427千円 533,217,675千円 548,329,741千円 489,410,613千円

増▲減 ― 29,107,248千円

再任用職員

差▲引
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